
（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

美浦村 水道事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

○

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済

実施予定

平成

年 月 日

検討中 ○ 検針業務・配水場運転管理業務・会計業
務・料金徴収業務

先進地視察等を何度か行っている。
課題としては費用対効果、委託先との調整等がある。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

美浦村 下水道事業 公共下水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

実施済
汚水処理施設の

統廃合
汚泥処理の
共同化

取組事項 （下水道事業）広域化等

○ ○

平成

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理
施設の選択（最適化）

実施予定
日

検討中 ○
処理施設の老朽化等に伴う、農業集落排
水施設から下水道施設への切り替えによ
る統合

現在、茨城県を含めた関係機関と取組に向けて調整中

年 月

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ○
H28.4.1からH31.3.31の期間において、本村
の公共下水道処理施設及び公共下水道事
業区域内中継ポンプ施設における維持管
理業務を民間業者に委託

・水処理に係る各種業務
・各機器の運転操作並びに監視業務
・日常及び定期保守点検業務
・マンホールポンプの巡回点検業務
・日常点検時の水質分析

実施予定

平成

28 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

美浦村 下水道事業 農業集落排水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

実施済
汚水処理施設の

統廃合
汚泥処理の
共同化

取組事項 （下水道事業）広域化等

○ ○

平成

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理
施設の選択（最適化）

実施予定 日

検討中 ○
処理施設の老朽化等に伴う、農業集落排
水施設から下水道施設への切り替えによ
る統合

現在、茨城県を含めた関係機関と取組に向けて調整中

年 月

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ○
H28.4.1からH31.3.31の期間において、本村
の農業集落排水施設及び農業集落排水事
業区域内中継ポンプ施設における維持管
理業務を民間業者に委託

村内各農業集落排水施設及び農業集
落排水事業区域内中継ポンプ施設にお
ける維持管理と運転に必要なすべての
作業

実施予定

平成

28 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

美浦村 電気事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

当発電所においては、発電開始後３年が経過し順調に発電し、健全な事業運営が行えていると考えられる。発電所保守管理業務においては、委託業者と３年の複数契約を結び経費の削減を
図っているところであるが、平成３１年より新たな契約が必要となるため、契約の方法や業務の見直しを行い、更なる経費削減を図っていきたい。

○

・ ①現行の経営体制・手法で、健全な事業運営が実施できているため

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


